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日本と台湾の違い



2023年5月 WHO総会

• WHOに加盟していない台湾のオブザーバーとしての参加は、ことし

も中国などの反対で認められず、台湾当局は「公衆衛生の問題に政

治が優先されるべきではない」というコメントを発表

• WHOに加盟していないものの2016年までの8年間、オブザーバーと

して年次総会に参加していた台湾については、中国などの反対で参

加の可否について議論しないことが決まり、台湾の参加は7年連続

で認められていない。



新型コロナウイルスのパンデミック発生時に台湾は先手先手の準備

をし、迅速な対応を行ってワクチンや薬品が実用化されるまで、感染

の蔓延（まんえん）や拡散スピードを効果的に緩和した。このことは

公衆衛生システムや疫学的調査分析システムとともに「台湾の奇跡」

として世界の称賛を集めた。



日本は間違っていた？



日本との初動の違い

・日本の新型コロナ対策が動き出し、国民的な

関心事になったのは、2020年3月といわれてい

る。

・台湾は2020年1～2月には政府としてやるべ

きことは終えていたとも言われている。



中国における発症

•中国中部、湖北省である武漢市で、原因不明

の肺炎症例が出たのは2019年11月中。その後

武漢市の「華南海鮮卸市場」で感染拡大を見

せたのが12月上旬。12月27日武漢市衛生健康

委員会が、未知のコロナウィルスによる感染

爆発を把握し、30日に中央の国家衛星健康委

員会へ報告をあげた。



台湾の初動

• 蔡政権

SARS対応で陣頭指揮をとった公衆衛生専門家の陳建仁

氏が副総統となり、政権全体で危機感を共有し対応

行政院副院長である陳其邁氏も公衆衛生学の専門家



• 台湾は、2019年12月末、武漢でのコロナウイルス発生から即座に直

行便の検疫を開始し、専門家会議を招集

• この極めて速い初動が全世界で評価

中国の情報を鵜呑みにせず、そしてWHOに加盟していないことも

あり、独自の対策に沿って動いた

「とりあえずできることから取り掛かり、うまくいかなければ軌道

修正すればいい」という台湾人らしい気質が今回の結果を招いたとも

いわれているが…



水際対策

• 中国との直行便が多い台湾 （武漢との直行便もある）

• 危険を察知し、便を減らす → 後に便を止める

実行が速かったのは事実

・日本では入手していない情報も持っていた



マスク管理システム

• 台湾当局のマスク配布システムは、健康保

険を担当する「中央健康保険庁」がマスク

を販売する薬局の30秒ごとの在庫データを

CSV形式でネット公開したことに始まる。

このデータを使って、多数の企業や技術者

がマスクの在庫がある薬局を地図上に表示

するアプリなどを次々と開発して公開した。

• 利用者はICチップ内蔵の「全民健康保険

カード（NHIカード）」を薬局に示せばマ

スクを購入できる。2020年3月には専用

WebサイトにNHIカードを登録して携帯電

話でマスクを注文すると近隣のコンビニエ

ンスストアで受け取れる「eMask 2.0」と

呼ぶサービスも開始した。
出典 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00001/03875/



デジタル担当政務委員（官僚級）

ト ラ ン ス ジ ェ ン ダ ー を 公 表 し て い るオードリータンの採用

台湾は個人の能力を重視し、「マイノリティに対する理解がある」

社会といわれている。

台湾では2019年にアジアで初めて同性婚を合法化。

ドランスジェンダーの差別なく、問題にせず採用

オードリー・タン（唐鳳）政務委員(Photo by SAM YEH/AFP via Getty 
Images)SAM YEH via Getty Images



実際には11月より動いていた

• 2019年11月末に中国で「原因不明の肺炎」が発生した頃、台湾政府

はすでに警戒を高めていた

• 12月中旬には、中国で新型肺炎の確定例が増加

中国の情報状況（報道）＋中国の実情



結論

「なぜ台湾の奇跡」が起こったのか

• 年末でも総統選挙前でも動かすだけの情報を得ることができた。

実際にはもっと早く中国国内の情報が入って、準備をしていた。

（発症国で発表していない情報、英語でない情報、現地の情報など）

• DX化が進んでいた。

専門家の採用に関して、日本が同じにできるか？？？
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